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4
年

3
5
年
以
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事
故
出
現
率
約

2倍

施
設
の
老
朽
化
が
進
行

耐
用
年
数
を
過
ぎ
た
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン

配
管
の
腐
食

配
管
の
破
損
に
よ
る
水
漏
れ

外
壁
・
サ
ッ
シ
の

落
下
の
危
険

過
密
な
研
究
室

（
機
能
低
下
と
事
故
）

（
件

/万
㎡
）

未
改
修
建
物
１
万
㎡
当
た
り
の
事
故
発
生
率

（
平
成

29
年

5月
1日
現
在
）

（
平
成

29
年

3月
現
在
）

経
年
3
0
年
以
上
で
事
故
発
生
率
が
急
増

●
国
立
大
学
法
人
等
施
設
は
、
昭
和
４
０
年
代
か
ら
５
０
年
代
に
か
け
て
整
備
さ
れ
た
膨
大
な
施
設
の
更
新
時
期
が
到
来
し
て
お
り
、

安
全
面
、
機
能
面
、
経
営
面
で
大
き
な
課
題
が
生
じ
、
対
応
が
急
務
。

①
安
全
面
の
課
題
（
事
故
の
発
生
率
の
増
加
）

・
ガ
ス
配
管
や
排
水
管
等
の
腐
食
、
外
壁
剥
落
、
天
井
落
下
、
空
調
停
止
な
ど
の
事
故
発
生

②
機
能
面
の
課
題
（
教
育
研
究
の
進
展
や
変
化
へ
の
対
応
が
困
難
）

・
電
気
容
量
、
気
密
性
不
足
等
に
よ
る
施
設
機
能
の
陳
腐
化
、
建
物
形
状
に
よ
る
用
途
変
更
の
制
約

・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
導
く
オ
ー
プ
ン
ラ
ボ
、
学
修
意
欲
を
促
進
す
る
ラ
ー
ニ
ン
グ
・
コ
モ
ン
ズ
等
の
ス
ペ
ー
ス
の
確
保
が
困
難

・
教
育
研
究
機
能
の
低
下
に
よ
る
国
際
競
争
力
、
信
頼
性
の
低
下

③
経
営
面
の
課
題
（
基
盤
的
経
費
を
圧
迫
）

・
老
朽
化
し
た
設
備
等
に
よ
る
光
熱
水
な
ど
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
ロ
ス
や
維
持
管
理
経
費
の
増
加

・
頻
繁
に
必
要
と
な
る
修
繕
へ
の
対
応
な
ど
、
大
学
の
財
政
負
担
が
増
加

３
つ
の

課
題

●
経
年
2
5
年
以
上
の
改
修
を
要
す
る
施
設
は
、
全
国
で
約
8
7
4
万
㎡
（
全
保
有
面
積
の
3
0
.8
%
）
で
、
老
朽
改
善
整
備
に
著
し
い
遅
れ
が
発
生
。

国
立
大
学
等
施
設
の
老
朽
化
の
現
状
と
課
題
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万
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-
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年

3
0
-
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4
年

2
5
-
2
9
年

■
経
年

25
年
以
上

(要
改
修

)
■
経
年

25
年
以
上

(改
修
済

)
（
平
成

29
年

5月
1日
現
在
）

今
後
５
年
で
築
5
0
年
以
上
の
要
改
修
建
物
が
倍
増

：
経
年

30
年
以
上

：
経
年

15
年
以
上

：
経
年

15
年
未
満
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・
改
修
に
よ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
コ
ス
ト
等
の
削
減

・
施
設
の
集
約
化
に
よ
る
維
持
管
理
コ
ス
ト
の
削
減

・
土
地
・
ス
ペ
ー
ス
の
活
用
に
よ
る
収
入
増
加

コ
ス
ト
削
減
等
に
よ
る
経
営
基
盤
の
強
化

効
果
的
・
効
率
的
な
ス
ペ
ー
ス
創
出

戦
略
的
リ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
（
ス
ペ
ー
ス
の
創
出
・
再
生
）

・
新
た
な
施
設
機
能
の
創
出
を
図
る
創
造
的
改
修
・
集
約
化

・
学
長
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
に
よ
る
全
学
的
な
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

共
同
研
究
や
施
設
・設
備
の
共

用
に
対
応
で
き
る
フレ
キ
シ
ブ
ル

な
オ
ー
プ
ン
ラ
ボ

経
年
に
よ
る
施
設
の
老
朽
化
・狭
隘
化

に
よ
り、
多
様
な
教
育
研
究
活
動
へ
の

対
応
や
、企
業
等
との
共
同
研
究
ス

ペ
ー
ス
の
確
保
に
支
障

・
A
I、
デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
ス
等
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
人
材
育
成
を
支
援

・
優
れ
た
学
生
や
研
究
者
が
集
ま
る
魅
力
的
な
教
育
研
究
環
境

・
企
業
と
の
共
同
研
究
開
発
等
の
ニ
ー
ズ
に
機
動
的
に
対
応

人
・
知
識
・
技
術
を
引
き
付
け
る
魅
力
あ
る
環
境
の
創
造

社
会
の
変
革
に
対
応
し
た
国
立
大
学
施
設
の
転
換

～
戦
略
的
リ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
る
ス
ペ
ー
ス
の
創
出
・
再
生
～

国
立
大
学
施
設
は
教
育
の
質
向
上
と
実
践
的
教
育
の
強
化
や
イ
ノ
ベ
―
シ
ョ
ン
創
出
力
の
向
上
を
支
え
る

必
要
不
可
欠
な
基
盤
で
あ
り
、
社
会
の
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
施
設
へ
の
転
換
が
求
め
ら
れ
て
い
る

Io
T時
代
の
実
践
的
教
育
や
国
際

化
へ
柔
軟
に
対
応
で
き
る
ス
ペ
ー
ス

戦 略 的

リ ノ ベ ー シ ョ ン
自
然
・自
発
的
に
多
文
化
交
流

で
き
る
ス
ペ
ー
ス



 国立大学等施設の整備  

 

 

◆予算額（国立大学法人等施設整備費） 

平成３０年度予算額 ３７，６１５百万円（前年度 ４０，９７９百万円） 

他に 、財政融資資金 ３４，６２４百万円（前年度３１，９１１百万円） 

 

 

◆内  容  

国立大学等の施設は、将来を担う人材の育成の場であるとともに、地方創生やイノ

ベーション創出の重要な基盤であるが、著しい老朽化の進行により安全面・機能面等

で大きな課題が生じている。 

このため、「第４次国立大学法人等施設整備５か年計画（平成 28 年 3 月 29 日文部科

学大臣決定）」を踏まえ、老朽施設の改善整備を中心とした、安全・安心な教育研究環

境の整備や国立大学等の機能強化等への対応など、計画的・重点的な施設整備を推進

する。 

 

◆安全・安心な教育研究環境の整備 

 ・施設の耐震化及び老朽化対策（非構造部材の耐震対策を含む） 

 ・基幹設備の更新等 （機能劣化の著しいライフラインの改善） 

 

◆国立大学等の機能強化等への対応 

・高度化・多様化する教育研究活動への対応（先端的な研究施設の整備等を含む） 

・附属病院の再開発整備 （地域医療・先端医療等の拠点） 

 

◆実施事業数  

 
   ○新規事業    １０９事業 
     

○継続事業等      ７９事業   
 

 
 

※実施事業一覧は文部科学省ＨＰにて公表。 
     http://www.mext.go.jp/a_menu/shisetu/kokuritu/yosan/1394555.htm 
    

 
文部科学省ホームページトップ > 教育 > 学校等の施設整備 > 国立大学法人等の施設整備 > 
国立大学法人等施設整備関係予算 > 平成 30 年度国立大学法人等施設整備関係予算 >実施事業 
>平成 30 年度国立大学法人等施設整備実施事業＜当初予算（一般会計）＞ 



国立大学等施設整備費予算について 

（平成２９年度補正予算） 
 

国立大学等施設整備関連  １１，８５８百万円 

 

◆概  要  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ◆実施事業数  

 

○新規事業     ３４事業 

     

 
 

※実施事業一覧は文部科学省ＨＰにて公表。 
     http://www.mext.go.jp/a_menu/shisetu/kokuritu/yosan/1376296.htm 
        文部科学省ホームページトップ > 教育 > 学校等の施設整備 > 国立大学法人等の施設整備 >  

国立大学法人等施設整備関係予算 > 平成 29 年度国立大学法人等施設整備関係予算 >実施事業   
＞平成 29 年度国立大学法人等施設整備実施事業＜補正予算（第１号）＞ 

 

 

 

 

地震による災害の防止を図るため、国立大学における施設の耐震化を実施す

る。また、「生産性革命」の実現に向けた取組を加速させるため、拠点整備を

目的とした施設整備を行う。 

◆国立大学施設の防災・減災対策 

  国立大学の施設は、災害時に学生・教職員等の生命及び貴重な研究試

料や研究設備等を守るとともに、避難所としての役割も果たすことから、

大規模地震により倒壊の危険性がある施設の耐震化や非構造部材の耐震

対策を実施する。 

 

◆学術高速大容量ネットワーク拠点の整備 

Society5.0の実現に向け、データ活用型社会への基盤としての、学術

情報ネットワークを通じて収集されるビッグデータの蓄積や、これらビ

ッグデータを解析するためのスーパーコンピュータ等を装備した大容量

ネットワーク拠点整備を目的とした施設整備を行う。 



平成３０年度予算の編成過程

新
規
事
業

継
続
事
業
等

※１学識経験者により構成される検討会において、各法人の取組、個別事業の必要性・緊急性等について適正に評価（Ｓ，Ａ，Ｂ，Ｃ
の４段階評価）した結果、Ｓと判断された事業。ただし、耐震化事業については、Ａと判断された事業も含む。

33億円

補助金一般事業（教育研究施設）

財政融資資金病院事業（診療施設）

大学からの要求事業
（大学等→文科省）

231億円

303億円

3,036億円

59億円

３，６２９億円

１，１０９件

要求候補事業(※１)

830億円

231億円

303億円

１，４０７億円

４９０件

43億円

145億円

231億円

303億円

８４１億円

２２２件

30概算要求事業
（8月末提出）

480億円

231億円

303億円

１，０５７億円

３１７件

43億円 43億円

119億円

30予算

29補正
予算

29補正予算
及び30予算


